
就実大学大学院・就実大学・就実短期大学の中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況

学科名： 平成29年3月31日

平成２８年度計画 平成２８年度実行内容

（左欄の具体的な取組・実行内容に
基づいて計画する。さらに、新たな
取り組み等について計画実行する）

（平成２７年計画の具体的実行内容
を具体的に期限やレベルなど数値目
標を挙げて定量的に記載する）

年度の中間および年度末に計画の
達成状況を評価する。

求める学生像、学生の受け入れ
方針（アドミッションポリ
シー）を明確化し、受験生に周
知する。

文科省が求める「受け入れる学生に
求める学習成果」について今年度中
に検討する。

文科省の求める受入方針について、入
試委員会で検討し、3月までに決定す
る。

各学部・学科が３ポリシーを決定
したが、「高校時代に学んでおく
べき」事項については、十分に表
記されていないと思われる。引き
続き検討する必要性を感じてい
る。

△ △

学生の受け入れ方針に基づき、
公正かつ適切に学生募集および
入学者選抜を行う。

受入方針にのっとった選考方法であ
るかを検証し、入試区分毎の過去の
データを参考に、合格者数を検討す
る。

入試結果を受けて、選考方法・募集
人員を検討し、６月中に募集要項等
で公表する。

平成２９年度入試については、選
考方法等の見直しが十分には行え
なかった。平成３０年度入試につ
いて、入試委員会で現在検討を重
ねている。

△ △

適切な定員を設定し、在籍学生
数を収容定員に基づき適正に管
理する。

各入試区分別の募集人員について
は、志願者数・歩留率の動向を見な
がら検討を行なう。また、収容定員
の管理については、在学生数を見な
がら、入学予定者を検討する。ただ
し、各入試区分ごとの入学者が年度
により増減し、難易度が変動するこ
とがないように注意する。

初等教育学科、短大幼児教育学科は
収容定員の1.1倍、人文科学部・経
営学部・教育心理学科は収容定員の
１.2倍を目標とする。また、薬学
部・短大生活実践科学部については
収容定員を確保するよう努力する。

３月時点では入学者数は確定して
いないが、全ての学科で定員を確
保できる見込みである。しかし、
定員確保のため大幅に合格ライン
を下げるなど、次年度以降の志願
者減少につながる可能性の高い学
科もある。引き続き学生募集の方
法や入学者選抜方法等を検討し、
新規志願者層を開拓することで、
志願者・入学者の確保に努めた
い。

△ △

学生募集および入学者選抜が、
学生の受け入れ方針に基づいて
公正かつ適切に実施されている
かを、定期的に検証する。

入試区分毎の選考方法及び入学者数
を検証し、次年度に向けての募集計
画を策定する。また、学生の受入方
針を広く周知するよう努力する。

入試区分毎の募集人員、選考方法に
ついて、入学者が確定した時点で、
入試委員会で検討し、次年度の募集
要項に反映する。

平成３０年度入試の選抜方法につ
いては、入試委員会で検討してい
るが、現時点では確定していな
い。新規志願者層の開拓を目指し
たい。

△ △

事務業務処理の電算化、事務業
務のアウトソーシングの実施など、
業務情報及びその活用システムの
高度化を推進する。

出願期間の業務の軽量化を図る
インターネット出願を導入すること
で、受験生のデータ入力等の業務を
軽量化する。

主要な入試区分をインターネット
出願に変えることで、大幅な業務
軽減化に成功した。だが、改善の
余地があると思われるので、次年
度に向けてさらに検討していきた
い。

〇 〇

部局名（学部又は事務部）： 　　　　　　入試課

中　期　計　画
中期計画期間中の具体的な取

組・実行内容

［管理運営・財務］
大学の機能を円滑かつ十分に発揮
するために、明文化された規定に
基づき適切な管理運営を行い、ま
た、教育研究を支援しそれを持・
向上させるために、適切な事務組
織を設置して、必要かつ十分な財
政的基盤を確立し、財務を適切に
行う。

学長
評価

担当者
評価

計画達成状況
　部局および学科における２８年度計画と実行計画

［学生の受け入れ］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、学生の受け入れ方針を
明示し、その方針に沿って適切な
入学者選抜制度により公正な受け
入れを行う。（留学生を含む）


